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2022年3月25日

グローバルGX関連株式ファンド
愛称：The GX

平素より「グローバルGX関連株式ファンド 愛称︓The GX」（以下、当ファンド）をご愛顧賜り厚く御礼申し上げます。
当ファンドの投資助言を行うTTインターナショナル・アセットマネジメント・リミテッド*の情報等を基に、運用環境や運用⽅針等に
ついてご紹介いたします。

足元のパフォーマンスについて

環境関連銘柄は足元では底堅く推移

＜当ファンドの基準価額と世界株式（円ベース）の推移＞
（2021年5月28日（設定日）〜2022年3月15日、日次）

当ファンド
9,234円

（円、ポイント）

当ファンドの基準価額は、2021年11月中旬までは好調な企業業績や米バイデン政権の環境政策の具体化などを背景に、
概ね堅調に推移しました。その後2022年1月下旬にかけては、インフレや米国の早期利上げ懸念などから、当ファンドの主な
投資対象である環境関連銘柄や⾼PER銘柄が大幅に下落しました。

 2022年2月以降は、好調な企業決算などを背景に底堅く推移しています。環境関連銘柄の業績見通しはウクライナ情勢・
ロシアに対する経済制裁などの不透明感が続く中でも、概ね良好となっています。

（年/月）

当ファンド

世界株式

※世界株式は2021年5月28日を10,000として指数化

世界株式
10,127ポイント

期間①

※上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。
※ファンド購入時には、購入時手数料がかかる場合があります。また換金時にも費用・税金などがかかる場合があります。詳しくは7ページをご覧下さい。

（注1）世界株式はMSCI AC World インデックス（配当込み）、当ファンドのベンチマークではありません。
（注2）当ファンドの基準価額算出時の外貨建て資産の円換算には、基準価額算出日前日（休日の場合はその直近の最終取引日）の株価と、基準価

額算出日の為替レートを使用しています。そのため、上記の世界株式（円ベース）についてもこの計算⽅法に沿って、基準価額算出日前日の指
数値、基準価額算出日の為替レートから円換算値を算出しています。

（注3）騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。
（出所）Bloombergのデータを基に委託会社作成

＊TTインターナショナル・アセットマネジメント・リミテッドは、委託会社の親会社である株式会社三井住友フィナンシャルグループの⼦会社（100％出資）です。

＜期間別パフォーマンスの比較（％）＞

期間②
期間①
2021年11月15日〜
2022年2月24日

期間②
2022年2月24日〜
2022年3月15日

期間① 期間②

当ファンド 世界株式
▲ 28.1

7.6

▲ 8.2
▲ 1.1
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堅調な売上見通し
供給網に混乱が生じるなか、売上は業績予想の上限を超過。2022年第1四半期の売上も予想を上回る見込み。

積極的な自社株買い実施
経営陣の自信、並びに財務体質は概ね健全とみられ、自社株買い余力がある点を⽰唆。

コスト管理強化による利益率維持
原材料価格上昇など、コストアップ圧力が⾼まるなか、⾼水準の利益率が維持され、⾼い経営執行能力を⽰す。

2

1

3

順位 銘柄（国名） 騰落率 寄与度
1 ITMパワー（英国） 38.9 1.0

2 エンフェーズ・エナジー（米国） 11.7 0.6

3 ディア（米国） 13.3 0.6

4 アメレスコ（米国） 20.2 0.5

5 ショールズ・テクノロジーズ・グループ（米国） 34.3 0.5

好調な決算発表を受け、株価は上昇

※写真はイメージです。
※個別銘柄に言及していますが、当該銘柄を推奨するものではありません。
※上記は組入銘柄の例であり、当ファンドにおいて今後も当該銘柄の保有を継続するとは限りません。また当該銘柄を推奨するものではありません。
※上記は過去の実績および当資料作成時点の見通しであり、当ファンドの将来の運用成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。

（注）寄与度は各銘柄の現地通貨ベースのトータルリターンがマザーファンドの基準価額に与えた影響度の概算値。
（出所）Bloombergのデータを基に委託会社作成

＜パフォーマンス寄与度上位5銘柄および騰落率（％）＞
（2022年2月24日〜2022年3月15日）

＜パフォーマンス寄与度下位5銘柄および騰落率（％）＞
（2021年11月15日〜2022年2月24日）

 2021年11月中旬以降大きく下落したパフォーマンス寄与度下位銘柄が、好決算などを背景に上昇に転じました。ロシア・
ウクライナ問題などにより不透明感が続いていますが、環境関連銘柄のファンダメンタルズは概ね良好です。

＜パフォーマンス寄与度上位5銘柄のうち2銘柄の決算発表、 つのポイント＞

 総合エネルギーソリューション提供会社。

 エネルギー効率と再生可能エネルギーに関する幅広いポートフォリオを持ち、米国政府
などの顧客にエネルギー効率化などのソリューションを提供。主な業務はエネルギー関
連インフラの開発・設計・融資・建設・据付など。

エンフェーズ・エナジー（米国）

アメレスコ（米国）

3

売上、利益ともに市場予想を超過
新規プロジェクトが貢献、米国の規制に基づくバイオ燃料取引価格上昇によるマージン拡大。

堅調な受注残の伸び
米国の公益事業者「サザン・カリフォルニア・エジソン・カンパニー」との大型契約獲得など、受注残が堅調に拡大。

今後数年間、高成長が続く見通しであり、長期業績予想を引上げ
エネルギー価格の上昇、エネルギーの安全保障、脱炭素化の流れにより、エネルギー効率化投資は今後成長が加速
する見込み。また再生可能エネルギー事業もエネルギー価格上昇の恩恵による成長に期待。

2

1

3

 太陽光発電向けにマイクロインバーター、バッテリー、関連製品を設計・製造しており、
エネルギーのクリーン化の流れにより急成長する、住宅向けソーラー市場の恩恵を享受。

 マイクロインバーター市場のマーケットリーダー。

順位 銘柄（国名） 騰落率 寄与度
1 エンフェーズ・エナジー（米国） ▲ 39.8 ▲ 2.1

2 プラグ・パワー（米国） ▲ 47.7 ▲ 1.9

3 ハローフレッシュ（ドイツ） ▲ 47.5 ▲ 1.8

4 ショールズ・テクノロジーズ・グループ（米国） ▲ 62.9 ▲ 1.7

5 チャージポイント・ホールディングス（米国）▲ 49.4 ▲ 1.6



情報提供資料販売用資料

※この資料の最終ページに重要な注意事項を記載しております。必ずご確認ください。
3/8

1

2

3

強力な業界内ポジション
脱炭素の流れの中で、今後急速な拡大が予想されるグリーン水素市場において重要なバリューチェーンの一つであ
る、水素を生産する電解槽の有力メーカーであることを評価。その中でも、PEM型と言われる技術においてグローバ
ルで35％程度のシェアを持つマーケットリーダー企業。

受注拡大
水素への注目が集まっており、受注環境は急速に改善中。受注残とパイプライン合計は2022年１月には前年比
2.７倍に増加、ここ1年で急速にビジネスが拡大。

強力な政策支援
米国のBBB（Build Back Better）法案、欧州のグリーンディールなど、主要国・地域において政策のサポートに
よる市場拡大に期待。
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組入銘柄のご紹介

※写真はイメージです。
※上記は組入銘柄の例であり、当ファンドにおいて今後も当該銘柄の保有を継続するとは限りません。また当該銘柄を推奨するものではありません。
※上記は過去の実績および将来の予想であり、当ファンドの将来の運用成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。

ITMパワー（英国）

（出所）Bloombergのデータを基に委託会社作成

燃やしても二酸化炭素（CO2）を排出しない水素（H2）は脱炭素社会の中核エネルギーとして注目され、クリーンエネル
ギーの水素市場は拡大ペースが加速しています。このような環境下、水素関連銘柄の業績拡大が期待されます。

＜ 「ITMパワー」 つの投資ポイント＞3

 PEM型電解槽メーカーとして電解槽市場のマーケットリーダー
のポジションを確立。

 水素生産のための電解槽、水素ステーションの技術を持つ世
界的なプレイヤーの一つ。世界的に注目されるクリーンエネル
ギーである水素市場の拡大による恩恵に期待。

（英ポンド）

（年/月）

株価の推移
（2021年5月28日〜2022年3月15日、日次）

売上⾼の推移
（2021年度〜2024年度）

予想値
（単位︓百万英ポンド）

プラス
259％

プラス
112％
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※上記は当資料作成時点における見通しおよび運用⽅針であり、今後の市場環境等を保証するものではありません。また、当ファンドの将来の運用成果等を⽰唆
あるいは保証するものでもありません。見通しおよび運用⽅針は今後、予告なく変更される場合があります。

 米国市場は、レンジの動きを予想します。ロシアのウクライナ侵攻を受けて国際情勢は悪化しており、金融市場も当面は神経
質な展開が見込まれます。コモディティ（商品）やエネルギー価格への影響や、FRB（米連邦準備制度理事会）の段階的
な利上げも株式市場の上値を抑えそうです。ただしウクライナ情勢による米国のマクロ景気への影響は限定的で企業収益の
拡大基調は維持されると予想しており、株式市場の下値も限られるとの判断です。

 欧州市場も、レンジの動きを予想します。ウクライナ情勢の悪化とエネルギー市況の需給環境の悪化、内外の金融政策に対
する不透明感により、変動性の⾼い展開が見込まれます。

今後の市場見通し

 しばらくの間は、投資環境を取り巻く不透明感により変動性の⾼い推移が続きそうですが、テクニカル的な指標や投資家心理
からは、株価の多くは既に売られ過ぎの水準に近付いているとみています。

 次回のFOMC（米連邦公開市場委員会）を控えて、市場は不安定な展開が続く可能性がありますが、GX関連銘柄の前
年度の決算内容や2022年度の業績見通しは概ね好調を持続しており、また中長期的には原油価格の⾼騰が、世界的な
再生可能エネルギーへの転換をさらに促すことも考えられます。

 当ファンドは、長期的に⾼成長が見込まれるGX関連銘柄の中でも、「質の⾼い」銘柄に厳選投資を行います。具体的には、
以下の3点を重視します︓

1.GX分野における、売上やキャッシュフロー成長の確実度が⾼いこと

2.将来において、マーケットリーダーとしての地位を確立できると考えられること

3.既に大手企業とパートナーシップを持つなど、実績・知名度があること

今後の運用方針
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ファンドの特色
1. グローバルGX関連株式マザーファンド（以下「マザーファンド」ということがあります。）への投資を通じて、主として世界の株式の中から、環境に

関する技術の進化や政策の変化に関して成長が期待できるGX（グリーン・トランスフォーメーション）関連企業の株式に投資します。
●不動産投資信託（リート）、預託証書（DR）等に投資する場合があります。
●銘柄選定にあたっては、環境等の成長分野やアジア・新興国などの成長地域の調査・分析に強みのある、TTインターナショナル・アセットマ
   ネジメント・リミテッドからの投資助言を活用します。
＊GX（グリーン・トランスフォーメーション）とは
   当ファンドでは、先端技術を活用して、二酸化炭素（CO2）の排出量の増加や海洋プラスチックごみ等による環境問題を解決し、持続可
   能な社会を実現させることをいいます。

2. 実質組入外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを行いません。
●基準価額は為替変動の影響を受けます。

※ 資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

投資リスク
基準価額の変動要因

●当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資者の投資元本は保証されているもの
　 ではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。
●運用の結果として信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属します。
●投資信託は預貯金と異なります。また、一定の投資成果を保証するものではありません。
●当ファンドの主要なリスクは以下の通りです。

■ 株式市場リスク
内外の経済動向や株式市場での需給動向等の影響により株式相場が下落した場合、ファンドの基準価額が下落する要因となります。また、
個々の株式の価格はその発行企業の事業活動や財務状況等によって変動し、ファンドの基準価額が下落する要因となります。

■ 信用リスク
ファンドが投資している有価証券や金融商品に債務不履行が発生あるいは懸念される場合に、当該有価証券や金融商品の価格が下がった
り、投資資金を回収できなくなったりすることがあります。これらはファンドの基準価額が下落する要因となります。

■ 為替変動リスク
外貨建資産への投資は為替変動の影響を受けます。ファンドが保有する外貨建資産の価格が現地通貨ベースで上昇する場合であっても、
当該現地通貨が対円で下落する（円⾼となる）場合、円ベースでの評価額が下落し、基準価額が下落することがあります。

■ カントリーリスク
海外に投資を行う場合には、投資先の国の政治・経済・社会状況の不安定化、取引規制や税制の変更等によって投資した資金の回収が
困難になることや、その影響により投資する有価証券の価格が大きく変動することがあり、基準価額が下落する要因となります。
特に投資先が新興国の場合、その証券市場は先進国の証券市場に比べ、より運用上の制約が大きいことが想定されます。また、先進国に
比べ、一般に市場規模が小さいため、有価証券の需給変動の影響を受けやすく、価格形成が偏ったり、変動性が大きくなる傾向が考えられ
ます。

■ 流動性リスク
有価証券等を大量に売買しなければならない場合、あるいは市場を取り巻く外部環境に急激な変化があり、市場規模の縮小や市場の混乱
が生じた場合等には、十分な数量の売買ができなかったり、通常よりも不利な価格での取引を余儀なくされることがあります。これらはファンドの
基準価額が下落する要因となります。
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投資リスク
その他の留意点

〔分配金に関する留意事項〕
○ 分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基準価額は下がり

ます。
○ 分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場合があります。そ

の場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンド
の収益率を⽰すものではありません。

○ 投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド購
入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

● ファンドは、特定の業種・テーマに絞った銘柄投資を行いますので、市場全体の動きとファンドの基準価額の動きが大きく異なることがあります。ま
た、市場環境、金利および経済・法制度・金融面の諸情勢が、特定の業種・テーマに対して著しい影響を及ぼすことがあります。当該業種・
テーマに属する銘柄は、これらの情勢等に対して同様の反応を⽰すことがあります。

● 投資対象国によっては、有価証券の売買を行う際の売買益等に対して課税される場合があります。将来、これらの税率や課税⽅法が変更さ
れた場合、または新たな税制が適用された場合、基準価額に影響を及ぼすことがあります。

● ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等
に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。
これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性、換金申込みの受付けが中止となる可能性、既に受け付けた換金申込みが取り消し
となる可能性、換金代金のお支払いが遅延する可能性等があります。

お申込みメモ
購入単位

お申込みの販売会社にお問い合わせください。
購入価額

購入申込受付日の翌営業日の基準価額
購入代金

販売会社の定める期日までにお支払いください。
換金単位

お申込みの販売会社にお問い合わせください。
換金価額

換金申込受付日の翌営業日の基準価額
換金代金

原則として、換金申込受付日から起算して6営業日目からお支払いします。
信託期間

2031年5月12日まで（2021年5月28日設定）
決算日

毎年5月12日（休業日の場合は翌営業日）
収益分配

決算日に、分配⽅針に基づき分配金額を決定します。委託会社の判断により分配を行わない場合もあります。
分配金受取りコース︓原則として、分配金は税金を差し引いた後、決算日から起算して5営業日目までにお支払いいたします。
分配金自動再投資コース︓原則として、分配金は税金を差し引いた後、無手数料で再投資いたします。
※販売会社によってはいずれか一⽅のみの取扱いとなる場合があります。

課税関係
● 課税上は株式投資信託として取り扱われます。
● 配当控除および益金不算入制度の適用はありません。

お申込不可日
以下のいずれかに当たる場合には、購入・換金のお申込みを受け付けません。
● ニューヨークの取引所の休業日
● ニューヨークの銀行の休業日
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ファンドの費用
投資者が直接的に負担する費用

○ 購入時手数料
購入価額に3.30％（税抜き3.00％）を上限として、販売会社毎に定める手数料率を乗じた額です。詳しくは販売会社にお問い合わ
せください。

○ 信託財産留保額
ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用
○ 運用管理費用（信託報酬）

ファンドの純資産総額に年1.584％（税抜き1.44％）の率を乗じた額です。
○ その他の費用・手数料

以下のその他の費用・手数料について信託財産からご負担いただきます。
● 監査法人等に支払われるファンドの監査費用
● 有価証券の売買時に発生する売買委託手数料
● 資産を外国で保管する場合の費用　　　等
※上記の費用等については、運用状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を⽰すことができません。
※監査費用の料率等につきましては請求目論見書をご参照ください。

※ 上記の手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表⽰することができません。

税金
分配時

所得税及び地⽅税　配当所得として課税　普通分配金に対して20.315％
換金（解約）及び償還時

所得税及び地⽅税　譲渡所得として課税　換金（解約）時及び償還時の差益（譲渡益）に対して20.315％

※ 個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税⽅法等により異なる場合があります。法人の場合は上記とは異なります。
※ 外国税額控除の適用となった場合には、分配時の税金が上記と異なる場合があります。
※ 税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることを

お勧めします。

委託会社・その他の関係法人等
委託会社 ファンドの運用の指図等を行います。

　三井住友DSアセットマネジメント株式会社　　　金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第399号
　加入協会　　 ︓　一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、
　　　　　　　　　　　　一般社団法人第二種金融商品取引業協会
　ホームページ　︓　https://www.smd-am.co.jp
　コールセンター ︓　0120－88－2976　［受付時間］午前9時〜午後5時（土、日、祝・休日を除く）

受託会社 ファンドの財産の保管および管理等を行います。
　三井住友信託銀行株式会社

販売会社 ファンドの募集の取扱い及び解約お申込の受付等を行います。
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作成基準日︓2022年3月15日

【重要な注意事項】
 当資料は三井住友DSアセットマネジメントが作成した販売用資料であり、金融商品取引法に基づく開⽰書類ではありません。
 当資料の内容は作成基準日現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、当資料は三井住友DSアセットマネジメントが

信頼性が⾼いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。
 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾者に帰属します。
 投資信託は、値動きのある証券（外国証券には為替変動リスクもあります。）に投資しますので、リスクを含む商品であり、運用実績は市

場環境等により変動します。したがって元本や利回りが保証されているものではありません。
 投資信託は、預貯金や保険契約と異なり、預金保険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また登録金融機

関でご購入の場合、投資者保護基金の支払対象とはなりません。
 当ファンドの取得のお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付目論見書）および目論見書補完書面

等の内容をご確認の上、ご自身でご判断ください。また、当資料に投資信託説明書（交付目論見書）と異なる内容が存在した場合は、
最新の投資信託説明書（交付目論見書）が優先します。投資信託説明書（交付目論見書）、目論見書補完書面等は販売会社に
ご請求ください。

 当資料に掲載されている写真がある場合、写真はイメージであり、本文とは関係ない場合があります。

販売会社

備考欄について
※1︓「ダイレクトコース」でのお取扱いとなります。

ＰａｙＰａｙ銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

株式会社富山第一銀行 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第7号 ○

株式会社大東銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第17号 ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

○

明和證券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第185号 ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○

フィリップ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第127号 ○ ○

フィデリティ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第152号 ○ ○

八十二証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第21号 ○ ○

第四北越証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第128号 ○

静岡東海証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第8号 ○

木村証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第6号 ○

○

香川証券株式会社 金融商品取引業者 四国財務局長（金商）第3号 ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○ ※1
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ａｕカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○
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